
議案第 ２３ 号 

令和７年度 市川三郷町一般会計予算 
 

令和７年度市川三郷町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 （歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  ９，１１７，９９６ 千円と定める。 
 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表 歳入歳出予算｣による。 
 

（債務負担行為） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度

額は、｢第２表 債務負担行為｣ による。 
 

（地 方 債） 
第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方

法は、｢第３表 地方債｣ による。 
 

（一時借入金） 
第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、５００，０００千円と定める。 
 
 （歳出予算の流用） 
第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 
 
（１）  各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間 

の流用。 
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　歳　入 (単位：千円）

1. 町　　　税 1,624,373

1. 町　民　税 687,778

2. 固定資産税 745,184

3. 軽自動車税 66,287

4. 町たばこ税 82,871

5. 入湯税 42,252

6. 都市計画税 1

2. 地方譲与税 68,407

1. 地方揮発油譲与税 14,631

2. 自動車重量譲与税 47,608

3. 森林環境譲与税 6,168

4. 配当割交付金 7,921

1. 配当割交付金 7,921

5. 株式等譲渡所得割交付金 13,370

1. 株式等譲渡所得割交付金 13,370

6. 法人事業税交付金 25,601

1. 法人事業税交付金 25,601

7. 地方消費税交付金 346,055

1. 地方消費税交付金 346,055

8. 環境性能割交付金 7,568

1. 環境性能割交付金 7,568

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算

　　金　　　　　額　　款 項
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(単位：千円）

9. 地方特例交付金 8,885

1. 地方特例交付金 8,885

10. 地方交付税 3,947,145

1. 地方交付税 3,947,145

11. 交通安全対策特別交付金 886

1. 交通安全対策特別交付金 886

12. 分担金及び負担金 80,545

1. 負担金 80,545

13. 使用料及び手数料 87,884

1. 使用料 78,572

2. 手数料 9,312

14. 国庫支出金 870,508

1. 国庫負担金 742,408

2. 国庫補助金 112,285

3. 委託金 15,815

15. 県支出金 534,960

1. 県負担金 378,426

2. 県補助金 124,036

3. 委託金 32,498

16. 財産収入 4,228

1. 財産運用収入 4,215

　　金　　　　　額　　款 項
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(単位：千円）

2. 財産売払収入 13

17. 寄付金 300,002

1. 寄付金 300,002

18. 繰入金 694,076

1. 基金繰入金 694,072

2. 特別会計繰入金 4

19. 繰越金 50,000

1. 繰越金 50,000

20. 諸収入 141,682

1. 延滞金加算金及び過料 1,202

2. 町預金利子 20

3. 貸付金元利収入 17,643

4. 雑入 122,817

21. 町債 303,900

1. 町債 303,900

9,117,996

　　金　　　　　額　　款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　歳　出 （単位：千円）

1. 議会費 67,259

1. 議会費 67,259

2. 総務費 1,534,005

1. 総務管理費 1,317,784

2. 徴税費 109,173

3. 戸籍住民基本台帳費 59,436

4. 選挙費 40,183

5. 統計調査費 7,144

6. 監査委員費 285

3. 民生費 3,030,833

1. 社会福祉費 1,842,576

2. 児童福祉費 1,188,257

4. 衛生費 1,060,385

1. 保健衛生費 630,262

2. 清掃費 305,127

3. 水道費 124,996

5. 農林水産業費 271,760

1. 農業費 232,490

2. 林業費 10,139

3. 地籍調査費 29,131

6. 商工費 107,336

金　　　　　額款 項
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（単位：千円）

1. 商工費 78,150

2. 碑林公園管理費 6,264

3. 歌舞伎文化公園管理費 22,922

7. 土木費 780,149

1. 土木管理費 73,862

2. 道路橋梁費 183,813

3. 河川費 27,578

4. 都市計画費 23,045

5. 住宅費 29,249

6. 下水道費 442,602

8. 消防費 91,382

1. 消防費 91,382

9. 教育費 833,447

1. 教育総務費 302,233

2. 小学校費 75,782

3. 中学校費 76,504

4. 社会教育費 127,516

5. 保健体育費 221,498

6. 施設管理費 29,914

10. 公債費 1,322,570

1. 公債費 1,322,570

金　　　　　額款 項
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（単位：千円）

11. 諸支出金 13,870

1. 基金費 13,870

12. 予備費 5,000

1. 予備費 5,000

9,117,996

金　　　　　額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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事　　　　　項

公用車再リース
千円

公用車再リース
千円

事務機器再リース
千円

令和8年度 155

第　２　表  　　　　債 務 負 担 行 為

期　　　　　間 限　　度　　額

令和8年度から令和9年度まで 5,621

令和8年度 26
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起 債 の 目 的

民 生 債 39,600
普通貸借又
は証券発行

千円

限 度 額

第 3 表 地　　　方　　　債

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは借換する

政府資金については、その融資条件により、銀行その他の場合には

年利 5.0% 以内

ことができる。

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

その債権者と協定するものによる。ただし、町財政の都合により、

合　　　　計 303,900

同　　　上 同　　　　　　上農 林 水 産 業 債 71,200 同　　上

教 育 債 71,200 同　　上 同　　　上 同　　　　　　上

土 木 債 121,900 同　　上 同　　　上 同　　　　　　上
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